
665

* 徳島県総合健診センター
連絡先〒770–0042 徳島市蔵本町 1 丁目10番地 3
徳島県総合健診センター 勢井雅子

665第60巻 日本公衛誌 第10号2013年10月15日

会 員 の 声

「わが国の肥満傾向児と痩身傾向児の出現率に

対する年齢―時代―コホート効果（19772006
年）と20072016年の出現率の推計」に関する

コメント

勢井 雅子*

本誌第60巻第 6 号の研究ノート1)は，児童生徒の

肥満および痩身について，年齢・時代・コホートの

3 要因から分析し，将来の出現率の推移も推計して

いる。ただ，研究の資料として学校保健統計調査の

出現率をそのまま用いることは望ましくなかった，

と考える。今回使用された期間の「標準体重」は当

該年度ごとに求めた性別年齢別身長別平均体重であ

る。年度が変われば平均体重は異なっているが，そ

の平均体重（＝標準体重）の120パーセント以上の

体重の者を肥満傾向児，80パーセント以下の者を痩

身傾向児として出現率が求められている。徳島県で

は長期間，小児の全数体格調査を実施しているが，

学校保健統計調査のように毎年異なる基準を用いる

ことは問題であると考え，当初は県下で「標準体重」

を統一することから始めなければならなかった2)。

小児の体格の疫学に関わる方は，まずどのような

肥満・痩身の判定方法にするのか，ということを決

定する。日本の学校保健統計調査においても2006年
度から肥満度の求め方3)が固定したため，それ以降

の年次推移は同じ判定方法のものを観察できるよう

になった。

今回，3 要因による詳細な分析も一定の判定方法

による肥満傾向児，痩身傾向児の出現率を用いるべ

きだった。たとえば◯2006年度以降の判定方法3)を

使って2005年以前の出現率を算出する，◯国際的に

用いられているパーセンタイルによる判定方法4)で

算出する5)，あるいは◯同じくパーセンタイルによ

るが日本のデータを元にした判定方法6)を用いるこ

と等が適切だったと考える。学校保健統計調査によ

って，2006年度から2012年度まで肥満傾向児は減少

傾向，痩身傾向児は概ね増加傾向，と報告されてい

る7)が，本研究ノートでは2007年から2016年まで横

ばいで推移すると推計されている。実際の動向との

違いは年次推移の過小評価によって生じる可能性も

ある。年度毎の平均値を標準体重として用いた場

合，たとえ全体に肥満が増加しても，その時の平均

値も増加するため，見かけ上その変化が減弱されて

しまうと考えられる。
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